
第２次かどま男女共同参画プラン推進状況等調査シート

平成28年（2016年）６月28日（火）

門真市市民生活部人権女性政策課



平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り

1 身近な問
題とし
て、市民
に理解と
共感を広
げる

広報紙など
の媒体を通
じた啓発の
推進

あらゆる年代や立場
の人が男女共同参画
への理解を深めるた
め、広報紙などの媒
体を通じて啓発を進
めます

門真市男女共同参
画推進条例や第２
次かどま男女共同
参画プラン及びプ
ランの推進状況を
広報紙やホーム
ページ等の多様な
媒体で周知し、男
女共同参画への理
解が深まるように
啓発していく

①市のホームページに「第2次かどま男女
共同参画プラン」、「条例」及び「推進状
況等調査シート」を掲載するとともに、女
性サポートステーション開設記念講演会で
内容を紹介するなど周知啓発を行った。

②「第2次かどま男女共同参画プラン」、
「条例」及び「推進状況等調査シート」を
ホームページで公表することで啓発効果が
向上した。また、男女共同参画や女性の活
躍を推進する拠点施設として女性サポート
ステーションを開設したことにより、周知
啓発が進んだ。

③今後も女性サポートステーションを中心
に男女共同参画に関する広報やセミナーを
実施するなど意識の醸成に努める。

門真市男女共同参画
推進条例や第２次か
どま男女共同参画プ
ラン及びプランの推
進状況を広報紙や
ホームページ、セミ
ナー等の多様な媒体
で周知し、男女共同
参画への理解が深ま
るように啓発してい
く。

市のホームペー
ジ活用により啓
発効果が向上し
ていることは評
価できる。
今後も引き続
き、女性サポー
トステーション
を中心に、更に
積極的に周知・
啓発活動に努
め、意識の醸成
に努めていただ
きたい。

人権女性政策課　

1

男女共同参
画に関する
認識を深め
る機会の充
実

講座などを開催し、
男女共同参画に関す
る認識を深める機会
の充実に努めます

27年度も男女共同
参画週間講演会を
開催し、より多く
の方に楽しみなが
ら、男女共同参画
に関する認識を深
めていただけるよ
うな機会の充実に
努める

①男女共同参画週間中である6月２８日に
男女共同参画週間講演会を実施し、市民の
方８１人の参加があった。

②周知が足りず、昨年の参加者数から半減
した。

③より多くの方に男女共同参画に関する認
識を深める機会を提供するために、参加者
が増加するための工夫が必要。

男女共同参画週間の
みならず、あらゆる
機会を捉えて男女共
同参画に関する認識
を深める機会を提供
する。

講演会は、男女
共同参画に関す
る認識を深める
貴重な機会であ
るので、周知の
方法や参加者の
対象を絞るなど
して参加者をさ
らに増加させる
工夫をしていた
だきたい。

人権女性政策課　

2

施策方針

1



平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

人 権 尊 重 意
識 を 高 め る
機会の充実

講座などを開催し、
人権尊重意識を高め
る機会の充実に努め
ます。また、性的マ
イノリティや性の多
様性も含め、人権尊
重意識を高めるため
の機会の確保とその
内容の充実に努めま
す

人権講座の開催時
期や時間帯の精査
を行い、内容を充
実させ、事業目的
を明確にすること
で参加者の増加に
つながるように工
夫し、さまざまな
テーマを提供し、
人権尊重意識を高
める

①今年２月にLGBTに関するイベントを開
催したほか、啓発月間・週間等に合わせ、
様々な講演会やイベントを開催することが
できた。

②LGBTのイベントは日曜午後に開催し１
００名の参加があった。アンケートにおい
ても好評だった。その他の啓発講座も目標
通りの時期に概ね開催できた。

③人権講座「ともに生きる」は平日の午後
から開催しているが、テーマや対象によっ
ては午前開催や休日開催が望ましい内容の
ものもあり、参加者の増加につなげるため
には更なる検討が必要。

人権講座の開催時期
や時間帯の精査を行
い、内容を充実さ
せ、事業目的を明確
にすることで参加者
の増加につながるよ
うに工夫し、さまざ
まなテーマを提供
し、人権尊重意識を
高める

LGBTに関する
イベントなど、
人権尊重意識を
高めるための
テーマを工夫し
て設定している
ことは大いに評
価できる。
テーマや参加対
象者の想定に応
じて、開催曜
日、時間帯等を
検討して、参加
者の増加につな
げていただきた
い

人権女性政策課　

3

男女等の人
権を尊重し
た表現の推
進

広報紙やチラシ、パ
ンフレットなどの媒
体において、男女等
の人権を尊重した表
現の推進に努めます

広報誌やチラシ、
パンフレット等に
男女の人権尊重の
視点から、適切な
表現を使用するよ
う努めるととも
に、庁内各課が行
う男女の表現行為
が適切に運用され
ているか必要な配
慮を行う

①「表現ハンドブック　考えてみませんか
よりよい表現～人権尊重のために～」の
ホームページへの継続的な掲載とともに、
男女の人権尊重の視点から、適切な表現を
使用するように努めた。

②庁内の案内・パンフレット等の表現は、
担当課において適切に運用されていた。

③「表現ハンドブック　考えてみませんか
よりよい表現～人権尊重のために～」をよ
り多くの市民の方に見ていただけるように
努めるとともに、庁内での表現の運用につ
いて、さらに注視していく。

広報誌やチラシ、パ
ンフレット等に男女
の人権尊重の視点か
ら、適切な表現を使
用するよう努めると
ともに、庁内各課が
行う男女の表現行為
が適切に運用されて
いるか必要な配慮を
行う。

人権女性政策課
を中心にして、
庁内各課の取り
組みは、高く評
価できる。
今後は、庁内各
課において、男
女の人権を尊重
した適切な表現
の運用姿勢がさ
らに醸成され、
それが確実に定
着することが望
まれる。

人権女性政策課　

4
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

2 地域団
体、企業
などと一
体となっ
た啓発を
進める

地域団体、
企業などに
対する働き
かけ

地域団体や企業など
に対し、男女共同参
画社会の実現に向け
た取り組みが推進さ
れるように、働きか
けます

門真市企業人権推
進連絡会を対象
に、固定的性別役
割分担意識に基づ
く格差や習慣等に
ついて、職場での
男女共同参画の研
修に取り組み、地
域団体等との働き
かけを強化する

①大阪府や大阪企業人権協議会が実施する
公正採用や男女雇用機会均等に関する講座
などについて、門真市企業人権推進連絡会
会員に対して周知し、多く参加いただいた
が、地域団体等との交流の場を設けること
はできなかった。

②企業人権講座等の参加周知は効果があっ
たが、地域団体等への啓発の進め方などを
検討すべきである。

③門真市企業人権推進連絡会会員に対して
引き続き講座などの周知を行い参加を促す
とともに、地域団体等との交流について
は、庁内各課と連携して取り組むように努
める。

門真市企業人権推進
連絡会を対象に、固
定的性別役割分担意
識に基づく格差や習
慣等について、職場
での男女共同参画の
研修に取り組み、地
域団体等との働きか
けを強化する

門真市企業人権
推進連絡会会員
への講座などの
周知、参加促進
については評価
できる。
今後は、庁内各
課と連携して、
地域団体等との
連携・交流を強
化し、地域団体
等への啓発に取
り組むことが強
く望まれる。

人権女性政策課　

5

3 男女共同
参画に関
する情報
を収集
し、提供
する

大 阪 府 等 関
係 機 関 と の
連 携 に よ る
男 女 共 同 参
画 に 関 す る
情 報 の 収 集
と提供

あらゆる場面で男女
共同参画の意識が醸
成されるよう、大阪
府等関係機関と連携
し、情報の収集や提
供に努めます

国や大阪府等関係
機関との連携によ
り、男女共同参画
に関する情報収集
に努め、市民に提
供する

①内閣府発行の月間総合情報誌「共同参
画」や大阪府やハローワークが実施するセ
ミナーなどのチラシを人権女性政策課や女
性サポートステーションの啓発コーナーに
配架するなど情報提供した。

②２７年度より女性サポートステーション
出入り口付近にも情報提供コーナーを設置
したことで、より多くの方の目に触れ手に
取っていただけるようになり、好評を得て
いる。

③多くの情報を収集し、講演やセミナー実
施時なども含め、あらゆる機会を捉えて情
報提供に努める。

国や大阪府等関係機
関との連携により、
男女共同参画に関す
る情報収集に努め、
市民に提供する

女性サポートス
テーションの情
報提供コーナー
を活用して、男
女共同参画に関
する情報を積極
的に提供してい
ることは評価で
きる。
今後も引き続
き、多くの情報
を収集し、市民
に情報提供して
いただきたい。

人権女性政策課　

6
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

メ デ ィ ア を
活 用 し た 男
女 共 同 参 画
の推進

メディアの発信する
内容を主体的に選択
し、読み解き、活用
できる能力の向上を
図るため、関係課や
大阪府等関係機関な
どと連携した取り組
みを進めます

メディアの発信す
る内容を主体的に
選択し、読み解
き、活用できる能
力の向上を図るた
めに市民への男女
共同参画情報の提
供に努める

①市のホームページを内閣府男女共同参画
局と大阪府のホームページとリンクさせて
おり、継続して情報提供を行っている。

②市のホームページにリンクが張られたこ
とにより、男女共同参画についての情報提
供を行うことができた。

③関係課や機関と連絡を密にし、最新情報
の収集や提供に努める必要がある。

市HPや広報、チラシ
など様々な手段を活
用し、関係機関から
収集した男女共同参
画に係る情報をより
多くの市民に提供す
るよう努める。

市のHPを内閣
府男女共同参画
局と大阪府の
HPとリンクさ
せ情報提供を
行っていること
は評価できる。
関係課との連絡
を密にして、最
新情報の収集や
提供に努めてい
ただきたい。

人権女性政策課　

7

2 多
様
な
選
択
を
可
能
に
す
る
教
育
・
学
習
の
推
進

1 保育所・
幼稚園・
学校など
におい
て、男女
共同参画
意識を育
む

男女共同参
画意識を育
む保育の推
進

保育所において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする保育を進
めます

保育所保育指針に
基づく子どもの個
性を尊重した保育
の実施

①保育所保育指針の趣旨に基づき、子ども
一人ひとりの個性を尊重し、その能力を発
揮できる環境づくりを園全体の取り組みと
して展開した。

②園生活や遊びを通じ、子どもが性別にと
らわれず個性を尊重する意識づくりが図ら
れた。

③今後も、子どもへの言葉かけなどを通
じ、男女共同参画と一人ひとりの個性を尊
重する意識が醸成されるよう、子どもの心
の育成に配慮していきたい。

保育所保育指針に基
づく子どもの個性を
尊重した保育の実施

引き続き、保育
所保育指針の趣
旨や門真市教育
大綱の趣旨に基
づき、幼児の段
階からジェン
ダー・バイアス
をかけないよう
な組織的取組な
ど、子ども一人
ひとりの個性が
性別にとらわれ
ることなく尊重
されるような保
育を実施してい
ただきたい。

保育幼稚園課

8

4



平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

保育所職員
研修の充実

保育所職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った保育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女共同参画の視
点に立った保育を
推進するための研
修への参加促進及
び企画・実践

①男女共同参画の視点に立った保育を実践
していくため、研修参加が可能な体制を整
備し、各種研修への参加を促した。

②研修の参加者のみならず、報告を通じて
園全体で研修内容を共有し、研修の成果を
より効果的に発揮することができた。

③外部研修への参加促進を図るのみなら
ず、男女共同参画の意識の醸成に資する研
修の企画・実践を図っていきたい。

男女共同参画の視点
に立った保育を推進
するための研修への
参加促進及び企画・
実践

研修は、参加者
個人という観点
においても重要
であるが、組織
的研修という観
点において非常
に重要であるの
で、今後も引き
続き、研修への
参加促進、研修
内容の園全体で
の共有を図るな
どしていただき
たい。

保育幼稚園課

9
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

男 女 共 同 参
画 意 識 を 育
む 教 育 の 推
進

幼稚園において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする教育を進
めます。また、性別
にとらわれず、男女
が主体的な選択を可
能にするための個性
や能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

幼稚園教育要領に
基づく子どもの個
性を尊重した幼児
教育の実施

①幼稚園教育要領の趣旨に基づき、園全体
で男女共同参画と一人ひとりの個性の尊重
を基本とした幼児教育を展開した。

②男女共同参画と園児それぞれの個性を尊
重するため、職員間で情報共有を図り、一
体的な取り組みを行うことにより、性別に
とらわれず個性を尊重する視点に立った教
育を実践した。

③より男女参画と個性を尊重する意識の向
上に向けた、実践的、かつ発達段階に応じ
た取組を推進していきたい。

幼稚園教育要領に基
づく子どもの個性を
尊重した幼児教育の
実施

幼稚園教育要領
の趣旨や門真市
教育大綱の趣旨
に基づき、今後
も引き続き、子
ども一人ひとり
の個性が性別に
とらわれること
なく尊重される
ような幼児教育
を、組織的に実
施していただき
たい。

保育幼稚園課

10

男 女 共 同 参
画 意 識 を 育
む 教 育 の 推
進

学校において、男女
共同参画と一人ひと
りの個性の尊重を基
本とする教育を進め
ます。また、性別に
とらわれず、男女が
主体的な選択を可能
にするための個性や
能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

男女共同参画と一
人ひとりの個性の
尊重を基本とした
教育を推進するた
め、男女平等教育
推進委員会等で、
情報共有や意見交
流を行い、キャリ
ア・進路を見据え
た取組を推進する

①男女平等教育推進委員会で、各校の実践
や情報を共有し、意見交流を行った。

②性別にとらわれず、自分自身だけでなく
周りを含めた一人ひとりが大切な存在であ
ることに気付くことができるような取組を
行っている。

③幼小中の一貫教育における校種間の連携
のもと、今後も継続して取組を進め、子ど
もたちの意識を育んでいくことが必要であ
る。

男女共同参画と一人
ひとりの個性の尊重
を基本とした教育を
推進するため、男女
平等教育推進委員会
等で情報共有や意見
交流を行い、キャリ
ア・進路を見据えた
取組を推進する。

男女平等教育推
進委員会で、各
校の実践や情報
の共有、意見交
流を行っている
ことは評価でき
る。引き続き、
幼小中の連携の
もと、男女共同
参画と個性の尊
重を基本とした
教育を推進して
いただきたい。

学校教育課

11
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

幼 稚 園 ・ 学
校 教 職 員 研
修の充実

学校教職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育推進
委員会を中心に、
各学校園での実践
につながる教職員
研修を実施する

①男女平等教育推進委員会や学習会におい
て「第２次かどま男女共同参画プラン」を
周知した。また、社会的性差について行っ
たアンケート結果をもとに研修や男女平等
教育に関する実践報告会を行った。

②子どもたちの中の社会的性差に気付こう
とする意識を高めることが出来た。

③男女共同参画の視点に立った、より実践
的な取組を各校園に広げること。

男女平等教育推進委
員会を中心に、各校
園での充実した実践
に繋がるような教職
員研修を実施する。

実践報告会など
による学校間の
情報共有は重要
であるので、今
後も継続してい
ただきたい。
教職員研修のさ
らなる充実によ
り、実践的な取
組や発達段階に
応じた取組が各
学校に広がるこ
とを期待する。

学校教育課

12

幼 稚 園 ・ 学
校 教 職 員 研
修の充実

幼稚園職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育の推
進について、各園
での実践につなが
る教職員研修を実
施する。

①園内人権研修を通じて男女平等教育を推
進した。

②男女の区別と差別の違いに対する教職員
の意識を高めることができた。

③男女共同参画の視点に立った、より実践
的な取り組みを各園に広げること。

男女平等教育の推進
について、各園での
実践につながる教職
員研修を実施する。

男女平等教育を
推進するための
園内人権研修は
重要であるの
で、今後も継続
していただきた
い。
園内人権研修の
さらなる充実に
よって、実践的
な取組が各園に
広がることを期
待する。

保育幼稚園課

13
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

キャリア教
育の推進

子どもたちが将来の
夢や希望をしっかり
と描き、学ぶことや
働くことへの意欲や
目的をより確かなも
のにするために、引
き続き中学校で行わ
れる職場体験学習を
より充実させるとと
もに、各中学校区に
おいては、小・中学
校の一貫した系統的
なカリキュラムによ
るキャリア教育を研
究し、実践を進めま
す

一貫教育課程研究
委員会等で、保・
幼・小・中学校に
おける系統的なカ
リキュラムやキャ
リア教育について
の研究を進め、一
貫教育全体計画に
基づいた実践をさ
らに積み重ねてい
く

①各中学校において、学ぶこと・働くこと
に意欲や目的を持てるよう、職場体験学習
を行った。また、一貫教育課程研究委員会
においてキャリア教育研修を実施し、中学
校区ごとに一貫教育計画を作成した。

②各校区一貫教育課程研究委員会におい
て、系統的なキャリア教育の重要性への理
解が深まり、中学校区ごとの連携したキャ
リア教育の実践を一定積むことができた。

③全体計画に基づいた実践のさらなる積み
重ねや、各教科と関係づけたキャリア教育
が必要である。

一貫教育課程研究委
員会等で、保・幼・
小・中学校における
系統的なカリキュラ
ムやキャリア教育に
ついての研究を進
め、一貫教育全体計
画に基づいた実践を
さらに積み重ねてい
く。

全体計画に基づ
いた実践の積み
重ねとカリキュ
ラムの系統性に
関する研究の継
続が望まれる。
キャリア教育の
実践の成果を他
の自治体と比較
するなどして検
証し、検証結果
に基づいてさら
に改善すること
が望まれる。
また、市民への
積極的な分かり
やすい広報が望
まれる。

学校教育課
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保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

あらゆる機会を通
じ、更なる保護者
の男女共同参画促
進に向けた啓発・
助言等の推進

①懇談や行事などの機会をとらえ、男女共
同参画の啓発に努めるとともに、男女共同
参画の視点で保護者会活動が運営されるよ
う助言等に努めた。また、子どもに関する
相談を通じ、各家庭が抱える問題について
適切に対応するとともに、必要に応じて関
係機関と連携し、支援に取り組んだ。

②保護者間において男女共同参画の意識が
高まってきており、行事参加や子どもの送
迎、家庭が抱える問題などにおいて父母が
ともに関わる家庭が増加している。

③すべての保護者が男女共同参画の視点に
立った活動を実践されるよう今後とも、あ
らゆる機会をとらえ、啓発に努めていきた
い。

あらゆる機会を通
じ、更なる保護者の
男女共同参画促進に
向けた啓発・助言等
の推進

保護者間におい
て男女共同参画
の意識が高まっ
てきていること
は、取り組みの
成果として高く
評価できる。
今後も、すべて
の保護者が男女
共同参画の視点
に立った活動を
実践されるよ
う、あらゆる機
会を用いて啓発
に努めていただ
きたい。

保育幼稚園課

15
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

保 護 者 に 対
す る 男 女 共
同 参 画 社 会
の 啓 発 の 推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

男女共同参画の視
点に立ったＰＴＡ
活動の実施に向
け、生涯学習課と
も連携して働きか
けを行う。また、
男女共同参画の視
点に立った家庭教
育の重要性につい
ての啓発が進むよ
う、男女平等教育
推進委員会等をと
おして、各学校園
での取組を進める

①幼稚園、学校などにおける男女共同参画
や子どもにとっての男女共同参画などにつ
いて、保護者がＰＴＡ活動をとおして理解
を深められるよう啓発した。

②男女共同参画の視点に立った家庭教育の
重要性についての啓発が進むよう、男女平
等教育推進委員会等で、情報共有や意見交
流を行うことができた。

③ＰＴＡ活動をとおして保護者への啓発が
進むよう、今後も生涯学習課とも連携し、
さらに取組を進める。

男女共同参画の視点
に立ったＰＴＡ活動
の実施に向け、今後
も生涯学習課と連携
して働きかけを行
う。また、男女共同
参画の視点に立った
家庭教育の重要性に
ついての啓発が進む
よう、引き続き男女
平等教育推進委員会
等をとおして、各学
校園での取組を進め
る。

今後も生涯学習
課と連携して、
男女共同参画の
視点に立った
PTA活動や家庭
教育の重要性に
ついて、保護者
への啓発推進に
取り組んでいた
だきたい。

学校教育課
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2 男女共同
参画を進
める多様
な学習機
会を提供
する

男女等のエ
ンパワーメ
ントやチャ
レンジのた
めの能力開
発や学習機
会の充実

男女が個性と能力を
発揮できるように、
意識啓発を行うとと
もに、能力開発や技
術の向上のための講
座など学習機会の提
供の充実に努めます

能力開発や技術の
向上のための講座
など学習機会の提
供に努める

①健康アップ講座として、医師などによる
認知症予防の講座や、身体をほぐす体操、
癒しのコンサートを実施した。

②受講者数は83人で、健康な体の維持・増
進や身体ほぐし、心ほぐしの方法を学びな
がら、同年代の者同士がコミュニケーショ
ンをはかり、男女共参加する中で、お互い
を労わり、尊重する学習の場になり大変好
評であった。

③能力開発や技術向上は、長年の蓄積によ
るところが多く、すぐには次の段階に進み
にくいところも多い。
受講者の感想などを参考に改善に努めた
い。

能力開発や技術の向
上のための講座など
学習機会の提供に努
める。

健康のみなら
ず、男女共同参
画を進めるべ
く、エンパワー
メントにつなが
る能力開発、技
術向上のセミ
ナーや講座の開
催に継続して取
り組んでいただ
きたい。参加者
からの要望など
も聴取して、多
様な学習機会を
提供していただ
きたい。受講者
減は残念であっ
た。参加者の男
女別記載を望
む。

生涯学習課

17
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

男 性 の 家 庭
生 活 や 地 域
活 動 へ の 参
加 を 促 進 す
る 機 会 の 充
実

子育て期の父親のみ
ならず、退職後の男
性などが子育てや介
護、料理などが必要
になったときにも困
らないように、知識
や技術習得のための
教室を開催します

公民館ではまだま
だ母親主体の講座
等事業参加者が多
いため、男性（父
親等）が気軽に参
加できるような講
座内容や環境等を
整備して、男性参
加者の増加を図り
たい。

①シルバー人材センターとの共催事業や、
公民館事業の各種講座として男性（父親
等）が参加しやすい講座を開催した。
　
②料理教室や親子体操教室など男性（父親
等）が参加しやすい講座を開催した。ま
た、高齢者パソコンステップアップ講座も
開催し、計57名の参加があった。

③男性（父親等）が参加しやすい時間帯に
講座が開催できるように設定し、広報等を
通じて講座内容を更にＰＲしていきたい。

引き続き、男性（父
親等）が気軽に参加
できるような講座内
容や環境等を整備し
て、男性参加者の増
加を図る。

健康のみなら
ず、男女共同参
画を進めるべ
く、エンパワー
メントにつなが
る能力開発、技
術向上のセミ
ナーや講座の開
催に継続して取
り組んでいただ
きたい。参加者
からの要望など
も聴取して、多
様な学習機会を
提供していただ
きたい。受講者
減は残念であっ
た。参加者の男
女別記載を望
む。

生涯学習課
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3 女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

1 暴力を許
さない社
会をつく
るための
啓発を進
める

市 民 に 対 す
る Ｄ Ｖ や セ
ク シ ュ ア
ル ・ ハ ラ ス
メ ン ト な ど
の 啓 発 の 推
進

市民に対し、ＤＶや
セクシュアル・ハラ
スメントなど、男女
間等における暴力を
なくすため、啓発を
進めます。また、売
買春やストーカーな
ど女性の人権を侵害
する行為について、
認識を高めるための
啓発を進めます

啓発事業等におい
て、売買春やス
トーカーなど女性
の人権を侵害する
行為について、認
識を高めるための
取組みを進め、女
性に対する暴力を
なくす運動ポス
ターを掲示し啓発
に努める

①女性サポートステーションの開設に伴い
「女性のための相談」日を月１日から週２
日に拡充するとともに、あらゆる機会に同
施設及び相談事業について周知した。ま
た、11月の「女性に対する暴力をなくす運
動」期間に女性サポートステーションにて
パープルリボンやポスターを掲示し、啓発
を強化した。

②パープルリボンでの装飾やポスターの掲
示等により、女性に対する暴力の相談窓口
等の情報提供を一定することができた。

③相談窓口の情報提供等に継続して取り組
み、DVやセクハラに関するセミナーや講座
などを開催し広く啓発に努める。

啓発事業等におい
て、売買春やストー
カーなど女性の人権
を侵害する行為につ
いて、認識を高める
ための取組みを進め
る。また、女性に対
する暴力をなくすた
め、啓発に努める。

女性サポートス
テーションの開
設は評価でき
る。それに伴い
相談日が飛躍的
に増えた。今後
は、相談窓口の
利用状況、およ
び、件数、内容
等のさらなる把
握に努め、今後
の対策に繋げて
いただきたい。

人権女性政策課　

19
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

企 業 に 対 す
る セ ク シ ュ
ア ル ・ ハ ラ
ス メ ン ト な
ど の 啓 発 の
推進

企業に対し、職場に
おけるセクシュア
ル・ハラスメントに
対する理解と認識を
深めるための啓発を
進めます

市内企業にハラス
メント、メンタル
面の他、産休・育
休に関するＤＶＤ
研修を実施すると
ともに、大阪府総
合労働事務所が発
行する「職場のハ
ラスメント防止・
対応ハンドブッ
ク」を提供し企業
内での啓発活動に
取り組む

①門真市企業人権推進連絡会、大阪企業人
権協議会と連携し啓発パンフレットの配布
や啓発講座の情報提供を進めた

②門真市企業人権推進連絡会の会員企業に
対しては情報提供できたが、その他企業等
に対しては取り組みが出来なかった。

③大阪企業人権協議会が実施するセクハラ
問題に関する講座の参加者は10社10名で
あったため、さらに参加者を増加させる必
要がある。また門真市企業人権推進連絡会
の会員企業以外への周知啓発も必要

市内企業にハラスメ
ントに関するＤＶＤ
研修を実施するとと
もに、大阪府総合労
働事務所が発行する
「職場のハラスメン
ト防止・対応ハンド
ブック」を提供し企
業内での啓発活動に
取り組む

企業へのハラス
メントの啓発に
おいて、十分と
はいえないまで
も、その対策が
進んだと思われ
る。職場のメン
タル面も深刻な
問題となってい
るようだ。男女
それぞれの問題
を汲み取り、広
く啓発すること
は今後も必要だ
と思われる。

人権女性政策課　
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教 職 員 に 対
す る セ ク
シ ュ ア ル ・
ハ ラ ス メ ン
ト な ど の 啓
発の推進

教職員に対し、児
童・生徒に対するセ
クシュアル・ハラス
メントを防止するた
め、児童・生徒のた
めの相談体制の整備
や、管理職をはじめ
とした教職員の研修
の充実を図ります

教職員が児童・生
徒の立場に立った
問題意識を持てる
よう、より効果的
な研修を行ってい
く

①ロールプレイングやワークショップな
ど、体験的なセクハラ防止研修を行った。

②体験的な研修を行うことで、教職員のセ
クハラへの問題意識を明確にすることがで
きた。

③今後も計画的な研修・継続的な啓発を行
い、さらに教職員の意識向上を図る。

教職員が児童・生徒
の立場に立った問題
意識をもてるよう、
より効果的な研修を
行っていく。

研修会の継続実
施とのことであ
るが、すべての
教職員の研修参
加を望む。

学校教育課

21

デートＤＶ
の啓発の推
進

若い世代などに対
し、デートＤＶにつ
いて、社会的な課題
であることの認識を
深めるため、啓発を
進めます

学校教育課と連携
し、市内にある6つ
の中学校の中から
希望校を募り、
デートＤＶに関す
る啓発講演会を開
催する

①市内の中学校で「デートDV」の講演等の
実施することはできなかった。
庁内でのモニター放映など啓発活動は行っ
た。

②学校教育課と中学校の校長会等で協議す
る場を設けられなかった。

③教育委員会等との協議の場を設定し、研
修の開催に取り組む。

学校だけでなく、
様々な機会を捉えて
若い世代にデートDV
に関する啓発講演会
等の啓発活動を行
う。

デートDVが問
題になって久し
い。昨年度と同
様の結果のよう
で残念である。
昨年同様、どの
ような経緯で実
施できなかった
かの把握も必要
ではないか。

人権女性政策課　

22
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

母 子 保 健 事
業 な ど を 通
じたDV防止
の 啓 発 や 相
談の充実

妊産婦やその配偶者
に対し、母子健康手
帳の交付や乳児家庭
全戸訪問などの機会
に啓発や相談を進め
ます

DV防止等の啓発に
努めるとともに、
健診や家庭訪問で
の状況把握に努め
る

①健診及び家庭訪問時に状況の把握に努め
た

②保健師が相談に応じ、必要時に相談窓口
の紹介および関係機関と連携を図ることで
支援ができた。

③新たに母子手帳交付時に保健師が個別面
談を行う。それらの機会に状況把握に努め
早期に適切な支援につなげる。

啓発に努めるととも
に、母子手帳交付時
の面談、健診及び家
庭訪問での状況把
握、早期介入に努め
る。

検診、および、
家庭訪問と積極
的な状況把握と
ともに支援がで
きたことは評価
できる。新たな
機会の設定、早
期発見・早期介
入に期待する。

健康増進課
子育て支援

課

23

学 校 な ど に
お け る 人 権
教育の推進

児童・生徒に対し、
小・中学校において
暴力を許さない心を
育む人権教育を進め
ます

教職員が、様々な
「暴力」があると
いうことをより多
角的に知り、「暴
力」を許さない心
を育む人権教育に
取り組む

①男女平等教育推進委員会において、中
3・小６の児童・生徒を対象に「社会的性
差」についてアンケート調査を行い、17年
前の調査結果と比較をした。

②17年前と比較した子どもたちの意識違い
を理解することができた。また、現在の課
題を見つけることができた。

③調査結果を冊子にまとめ、市内各小・中
学校へ配付し、今後の人権教育にいかす。

社会的性差について
の調査結果を冊子に
まとめ、市内各小・
中学校へ配付する。
また、それを活用し
て児童・生徒に対
し、様々な「暴力」
を許さない人権教育
に取り組む。

調査の実施、お
よび、その結果
からの課題設定
は評価できる。
結果冊子の配
付、それに伴う
人権教育に期待
する。

学校教育課

24

医 療 ・ 保
健 ・ 福 祉 関
係 者 や 保 健
福 祉 施 設 、
地 域 団 体 な
ど に 対 す る
周知

医師会や保健福祉セ
ンター、民生委員児
童委員、校区福祉委
員会などに対し、Ｄ
Ｖをはじめ児童虐待
や高齢者虐待、障が
い者虐待など、暴力
被害者を見逃さない
ように、通報窓口や
通報方法などの周知
を図ります

関係課・関係団体
と連携し、当課所
管の門真市民生委
員児童委員協議
会、門真市社会福
祉協議会、CSW等
の団体、担い手に
対する関連情報の
提供に努める

①児童虐待等の通報窓口、通報方法などに
ついて、民生委員児童委員協議会の定例会
にて周知をおこなった。また、情報の更新
があるたびに適宜情報提供をおこなった。

②民協定例会、広報紙等の周知により各団
体に相談の問い合わせがくるようになっ
た。

③市内で情報が行き届いていないところも
あるので、今後も引き続き更なる周知を行
うよう努める必要がある。

関係課・関係団体と
連携し、当課所管の
門真市民生委員児童
委員協議会、門真市
社会福祉協議会等の
団体、担い手に対す
る関連情報の提供に
努める

前年度同様の結
果から、市内で
情報の行き届い
ていないところ
の把握とその理
由の解明も必要
ではないか。

地域福祉課

25
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

被 害 者 を 発
見 し や す い
立 場 に あ る
職 員 に 対 す
る情報提供

ＤVや虐待に対して
適切な対応ができる
ように、関係課の相
談窓口職員や教職員
などのスキルアップ
を図るため、情報を
収集し、提供します

大阪府等が開催す
るＤＶ等研修会の
庁内周知を図り、
職員及び相談員の
参加を促し、スキ
ルアップを図ると
ともに、庁内関係
課との情報共有の
機会を充実させる

①女性の悩みにワンストップで対応する女
性サポートステーションを開設したこと
で、関係各課から相談や連携依頼が増え
た。迅速に有益な情報を提供できるよう、
日ごろから情報収集に努めた。府が実施す
るDV相談担当者研修において女性サポート
ステーションの事例報告をする機会があ
り、府内各市と情報交換を行った。

②拠点施設ができたことで庁内連携が進ん
だ。

③庁内連携をさらに進め、職員のスキル
アップにより迅速に対応できるよう努め
る。

大阪府等が開催する
ＤＶ等研修会の庁内
周知を図り、職員及
び相談員の参加を促
し、スキルアップを
図るとともに、庁内
関係課との情報共有
の機会を充実させる

拠点施設の設置
の効果は大きい
と思われる。庁
内連携と職員の
スキルアップに
より、さらなる
迅速な対応を期
待する。

人権女性政策課　

26

女 性 に 対 す
る 暴 力 表 現
を 含 む 屋 外
広 告 物 の な
い ま ち づ く
りの推進

女性に対する暴力表
現を含む屋外広告物
に対し、門真市美し
いまちづくり推進協
議会や地域団体と連
携し、指導、警告、
撤去活動を進めます

広報紙やホーム
ページへの周知と
伴に門真市美しい
まちづくり推進協
議会不法屋外広告
物部会及び門真市
違法屋外広告物追
放推進団体による
撤去活動の推進に
努めていく

①門真市美しいまちづくり推進協議会の不
法屋外広告物部会において、毎月１回門真
市駅及び古川橋駅周辺の違法屋外広告物撤
去活動と啓発活動を行っている。また、地
域住民と連携し自治体での撤去活動及び公
益社団法人シルバー人材センターへの業務
委託も行っている。

②以前よりも掲出されている広告物の数が
減り、景観も良くなった。

③さらなる市民周知を図るための工夫が必
要である。

広報紙やホームペー
ジへの周知と伴に門
真市美しいまちづく
り推進協議会不法屋
外広告物部会及び門
真市違法屋外広告物
追放推進団体による
撤去活動の推進に努
めていく

撤去活動が進ん
でいることは評
価できる。
撤去活動の成果
はどのような状
況であるか、撤
去物中に占め
る、女性に対す
る暴力表現を含
むものはどのく
らいか、可能で
あれば提示願い
たい。

環境対策課

27
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

2 安心して
相談でき
る体制を
充実する

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

定期的に広報紙や
ホームぺージを中
心に、女性のため
の相談、人権相
談、人権擁護委員
による相談や関係
機関での専門分野
も含めた相談の周
知を図り相談体制
の充実をめざす

①女性サポートステーション開設に伴い
「女性のための相談」の実施回数を月１回
から週２回に拡充し相談体制を充実させる
とともに、12月の人権週間特集号や市HP
などで各種相談事業を周知した。

②各種相談事業について定期的に広報や市
HPに掲載し情報提供した。また、女性サ
ポートステーションのチラシやパンフレッ
トをイベント等で配布し好評を得た。

③継続して市民に情報を提供できるよう継
続して取り組む。

定期的に広報紙や
ホームぺージを中心
に、女性のための相
談、人権相談、人権
擁護委員による相談
や関係機関での専門
分野も含めた相談の
周知を図り相談体制
の充実をめざす

府、その他の相
談窓口も視野に
入れた周知の仕
方も有効かと思
われる。女性サ
ポ ー ト ス テ ー
シ ョ ン の 開 設
が、相談体制の
充実を牽引する
も の と 思 わ れ
る。内容の充実
を期待する。

人権女性政策課　

28

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

1歳6ヶ月児健診や
経過観察健診時等
において相談窓口
の周知を図るとと
もに、家庭訪問時
等においても情報
提供に努める

①乳幼児健診及び家庭訪問などにおいて対
象者からの相談に応じ、相談窓口の周知を
図った。

②保健師による訪問時等に、支援中の母子
などに相談対応ができた。

③引き続き乳幼児健診及び家庭訪問活動な
どをとおしてＤＶの周知を行い、更なる関
係機関との連携に努める。

乳幼児健診時に相談
窓口の周知を図り、
さらに家庭訪問など
きめ細やかな個別支
援を継続することで
適切な情報提供に努
める

相談対応ができ
たことは評価で
きる。相談窓口
の 周 知 と 併 せ
て、引き続き相
談者への適切な
情報提供を期待
する。

健康増進課

29
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

相 談 機 能 の
充 実 と 窓 口
の 連 携 の 強
化

DVなどの被害者が
抱える悩みや暴力に
対して適切に対応
し、被害者の心身の
ケアに努めるととも
に、相談機能の充実
と窓口の連携の強化
を図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員による相
談の相談窓口等の
チラシをイベント
等で配布するとと
もに、引き続き庁
内関係課との連携
の充実を図る

①各種相談窓口の相談件数
人権相談２４９件
女性のための相談７５件
人権擁護委員の相談1件

②人権相談件数は前年の２倍を超え、増加
傾向にある。女性のための相談は女性サ
ポートステーション開設に伴い相談日を月
１回から週２回に拡充したことで相談者は
６倍以上に増加した。

③相談事業はあらゆるイベントや講座で紹
介するとともに、人権特集号などにおいて
周知を行った。さらなる周知策の工夫に取
り組む。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員による相談の相
談窓口等のチラシを
イベント等で配布す
るとともに、引き続
き庁内関係課との連
携の充実を図る

相談者の激増
は、女性サポー
トステーション
の開設が必要で
あったことを証
明しているかの
ようである。さ
らなる関係課と
の連携充実に期
待する。

人権女性政策課　

30

警 察 や 医 療
機 関 、 大 阪
府 等 関 係 機
関 と の 連 携
の強化

DVなどの課題の解
決に向けた取り組み
を進めるために、警
察や医療機関、大阪
府等関係機関との連
携の強化に努めます

DV被害者とその家
族などの安全を確
保するため、引き
続き関係機関と連
携を図り、情報共
有の充実を図る等
体制強化に努める

①女性サポートステーション開設に伴い、
「女性のための相談」の実施回数を、月１
回から週２回に拡充するとともに、門真警
察署や保健所、医療機関、大阪府等の関係
機関との連携を強化した。

②門真警察署、大阪府女性相談センターや
大阪府子ども家庭センターとの連携を図り
被害者とその家族の希望に沿った支援をす
ることができた。

③被害者救済のため、庁内の関係各課や関
係機関等と横断的な連携体制の充実を図
り、情報の共有化に取り組む必要がある。

DV被害者とその家族
などの安全を確保す
るため、引き続き関
係機関と連携を図
り、情報共有の充実
を図る等体制強化に
努める

さらなる連携の
強化により、ス
ピーディな対応
を期待する。

人権女性政策課　

31
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

子 ど も に 関
す る 相 談 体
制の充実

子どもに関する相談
を通じ、その家庭が
抱える問題につい
て、適切に対応し、
支援に努めます

関係機関との連携
をさらに強化し、
必要な支援機関に
つなぎながら、
ケースに応じた支
援体制を構築する

①毎年増加する様々な相談に対応するた
め、児童福祉に精通した弁護士を引き続き
スーパーバイザーとして配置し、その指
導、助言のもと、相談員のスキルアップ等
に努めた。

②各家庭が抱える問題は多岐にわたる事か
ら、その問題に適切に対応するため、関係
機関、関係各課との連携強化に努めた。

③平成27年度より要保護児童連絡調整会議
代表者会議構成機関として新たに５機関
（関西医科大学付属枚方病院、関西医科大
学付属香里病院、中野こども病院、大阪府
立交野支援学校、大阪府立寝屋川支援学
校）を迎え、各家庭の抱える諸問題等の早
期発見、早期対応を図る。

関係機関との連携を
さらに強化し、必要
な支援機関につなぎ
ながら、ケースに応
じた支援体制を構築
する

家庭問題も複雑
化していると思
われる。初期対
応が十分にでき
る体制づくりを
望む。

子育て支援課

32

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

庁内関係各課担当
者や大阪府等関係
機関との連携強化
を進め相談対応の
充実を図る

①女性サポートステーション開設に伴い、
「女性のための相談」の実施回数を、月１
回だったものを週２回に拡充するととも
に、高齢者や障がい者の相談は担当課と、
外国籍の方は支援者等と相談内容の聴取を
進める等、関係機関と連携し、相談対応の
充実に努めた。

②庁内及び大阪府等関係機関との連携によ
り、相談者の立場・状況に合った対応がで
きた。

③言語に応じて大阪府のトリオフォン等が
活用できる旨、庁内周知する必要がある。

庁内関係各課担当者
や大阪府等関係機関
との連携強化を進め
相談対応の充実を図
る
また、本年４月１日
に施行された「障が
い者差別解消法」に
基づき、不当な差別
的取り扱いの禁止や
合理的配慮の提供に
関する啓発に取り組
むほか、障がいを理
由とする相談の対応
に努める

目標及び具体的
対応が広範かつ
多岐であり、手
間を要するが、
女性サポートス
テーションの充
実による更なる
推進に期待す
る。

人権女性政策課　

33
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

障がい者基幹相談
支援センターを中
核として、障がい
者の各種相談支援
事業所及び関係機
関と連携して継続
的に障がい者や外
国人の方からの相
談に対応し、地域
で安心した生活が
送れるよう支援す
る

①２７年３月に設置した障がい者基幹相談
支援センターを中核として、市内2カ所の
委託障がい者相談支援事業所及び市内外の
指定特定相談支援事業所など、関係機関と
連携し、障がい者や外国人等からの相談に
対して問題解決に向け取り組み、相談支援
体制の充実を図った。

②関係機関と会議・連絡等を通じて連携を
図り、スムーズな問題解決に取り組めた。
また障がい者基幹相談支援センターを中核
とするネットワークによる相談支援体制の
構築ができた。

③今後も障がい者基幹相談支援センターを
中核とした相談支援体制のネットワークの
強化に取り組む。

障がい者基幹相談支
援センターを中核と
して、障がい者の各
種相談支援事業所及
び関係機関と連携し
て継続的に障がい者
や外国人の方からの
相談に対応し、地域
で安心した生活が送
れるよう支援する。
また、「障害者差別
解消法」が本年４月
１日に施行されたこ
とに伴い、障がいを
理由とする差別に関
する相談の対応充実
に取り組む

支援センターの
稼働により、市
民アクセスの拡
充が実現され
て、今後もきめ
細やかで利用者
利便の高い行政
サービスの提供
を期待する。

障がい福祉課　

34

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関との連携
を図り、引き続き
相談体制の強化に
努める

①地域包括支援センターを始め、窓口対応
時、相談内容を把握し、必要な支援につな
げた。平成27年度より外国語通訳者で対応
できるよう予算を計上した。
　
②相談内容を傾聴することで、対応内容を
検討し、関係機関との連携を図ることがで
きた。
　
③今後も相談内容の適確な把握に努め、関
係機関との連携をさらに強化する必要があ
る。

関係機関との連携を
図り、引き続き相談
体制の強化に努める

多言語への対応
を予算として具
体化されて、問
題状況の把握の
深化対応の実効
性に期待する。

高齢福祉課

35
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

啓発事業において
人事課と連携し、
様々な暴力等の問
題について、研修
に取り組むととも
に各課におけるＯ
ＪＴでも取り組め
るよう庁内へ発信
する。

①DVや虐待に関する職員向けの研修を実施
することはできなかった。
　
②DVや虐待に関する研修を実施することが
できなかった。

③人事課と調整し職員研修の開催に努める
必要がある。

啓発事業において人
事課と連携し、様々
な暴力等の問題につ
いて、研修に取り組
むとともに各課にお
けるＯＪＴでも取り
組めるよう庁内へ発
信する。
また、国・府等関係
機関が実施する研修
に職員が参加できる
よう情報提供を行
う。

前年度からの課
題であり、
DV・ハラスメ
ントに関する社
会通念は年々深
化・複雑化して
おり、OJTもさ
ることながら、
啓発としての職
員研修は不可欠
で実行を望む。

人権女性政策課　

36

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人権意識の向上は
研修の重点項目と
位置付けており、
引き続き研修を実
施し、また、派遣
研修の内容は、関
係部署等に積極的
に情報提供してい
く

①人権意識の向上を図るため、全職員が
５年間で１度は受講する必須研修と位置
づけ、研修を実施しているところではあ
るが、ＤＶや虐待をテーマとした研修
は、未実施となった。（2７年度実施
テーマ：　ハラスメント、障がい者差別
の解消同和問題、様々な人権問題）

②研修の実施により、広い意味で人権意
識の向上は図れているが、ＤＶや虐待に
特化した研修は実施できておらず、各種
研修、派遣研修の一部に組み込み理解を
深めるにとどまった。

③今後、ＤＶや虐待のテーマを取り上げ
ていく。

人権意識の向上は研
修の重点項目と位置
付けており、引き続
き研修を実施し、ま
た、派遣研修の内容
は、関係部署等に積
極的に情報提供して
いく

上述と同様。近
時、児童虐待が
社会問題化して
おり、子の権利
保護の世界的潮
流もふまえて所
内意識高揚は不
可避である。

人事課

37

18



平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

3 被害者に
対する支
援体制を
整える

大阪府等関
係機関との
連携による
一時保護の
推進

DV被害者とその家
族などの安全を確保
するため、大阪府等
関係機関と連携し、
適切な一時保護に努
めます

警察署や大阪府等
関係機関との連携
強化を図り被害者
の保護に努める

①人権女性政策課が一時保護した件数は3
件であった。

②大阪府等関係機関と調整し、一時保護施
設で被害者の自立に向けた生活支援等が行
えた。

③迅速に対応できるよう大阪府等関係機関
とのさらなる連携強化が必要である。

警察署や大阪府等関
係機関との連携強化
を図り被害者の保護
に努める

一時保護案件が
増加しており、
関係機関との緊
密な連携を前提
に適切な対応を
望む。

人権女性政策課　

38

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

ＤＶ被害者の主体
的な判断による意
思決定に基づき、
庁内関係各課担当
者と連携強化を図
り充実した支援を
行う

①DVに関する相談はのべ178件(女性のた
めの相談のべ67件・人権相談のべ111件)
で、庁内関係各課と支援検討会議を8回実
施した。女性サポートステーション開設に
より「女性のための相談」日が月１回から
週２回に拡充し、相談者が増えるとともに
庁内連携も進んだ。

②DV被害者の相談内容を十分に聞き取り、
本人の意思を把握の上、本人の意思決定に
よる援助ができている。

③関係機関との連携を進め、被害者の生活
安定に向けた支援に努める。

ＤＶ被害者の主体的
な判断による意思決
定に基づき、庁内関
係各課担当者と連携
強化を図り充実した
支援を行う

引き続き関係各
課や機関などと
の連携の充実を
図られたい。

人権女性政策課　

39

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

住民基本台帳事務
に基づく支援措置
の実施に際し、関
係部署との連携の
充実を図る

①「住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び
住民票の写し等の交付並びに戸籍の附票の
写しの交付におけるドメスティック・バイ
オレンス及びストーカー行為等の被害者の
保護のための門真市措置要領」に基づき支
援措置を実施。

②関係部署との連携した対応を実施してい
る。

③今後も被害者の状況に応じた関係部署と
の連携の充実を図る。

住民基本台帳事務に
基づく支援措置の実
施に際し、関係部署
との連携の充実を図
る

今後も関係部署
との連携の充実
を図られたい。

市民課

40
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関とのさら
なる連携強化に努
める

①被害者の安全確認及び安全確保に努め、
関係機関や関係各課と情報共有を行うな
ど、連携を図るとともに、支援を行った。
また、状況に応じて、関係機関と連携し、
母子生活支援施設入所等必要な支援に向け
ての調整を行った。
　
②被害者の話を十分に傾聴し、意思を確認
するとともに、関係機関と連携しながら、
情報提供を行うことで、被害者のエンパ
ワーメントにつながった。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関と
連携し、被害者の安全確保に努める。

相談体制の充実を図
り関係各課及び関係
機関とのさらなる連
携強化に努める。

関係各課や機関
と早急に連絡が
とれ、支援体制
が整うよう、さ
らなる連携強化
に努められた
い。

子育て支援課

41

被 害 者 の 状
況 に 対 応 し
た 支 援 の 充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

DV被害者（生活保
護受給者）の生活
について、庁内各
課及びその他関係
機関（女性相談セ
ンター、介護施設
等)との連携を行
い、状況に応じた
支援に努める

①庁内各課及びその他関係機関からの連絡
や生活保護相談窓口に直接相談に来所した
ＤＶ被害者（生活保護受給者）に対して関
係機関との連絡・調整を速やかに行い対応
した。

②関係機関との連絡・調整を速やかに行う
ことにより、ＤＶ被害者（生活保護受給
者）への支援の充実が図れた。

③庁内各課及び関係機関との連携をこれま
で以上に綿密に行う。

DV被害者（生活保護
受給者）の生活につ
いて、庁内各課及び
その他関係機関（女
性相談センター、介
護施設等)との連携を
行い、状況に応じた
支援に努める

関係各課や機関
と早急に連絡が
とれ、支援体制
が整うよう、さ
らなる連携強化
に努められた
い。

保護総務課・保護課

42
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平成27年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２７年度
の事業目標

平成２７年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２８年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号施策方針

関 係 機 関 と
の 連 携 に よ
る 就 労 支 援
の推進

就労に必要な技能、
資格取得のための職
業訓練機会などの情
報提供を行うととも
に、ハローワークな
ど関係機関との連携
による就労支援を進
めます

職業訓練等の情報
提供とともに、ハ
ローワークや庁内
関係各課との連携
強化を図り、ひと
りでも多くの就職
困難者が就労でき
るように努める

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得
のための職業訓練等のチラシ・パンフを市
施設等に設置し、就労相談・セミナー等の
周知に努めた。さらに、ハローワークより
オンラインによる求人情報の提供を受ける
ようにした。

②ハローワークより得た情報を提供すると
いった形で、連携を行うことができた。た
だし、庁内関係各課との連携は十分にでき
なかった。

③ハローワークや庁内関係各課との連携を
強化し、就労相談・支援の充実に努める。

職業訓練等の情報提
供とともに、ハロー
ワークや庁内関係各
課との連携強化を図
り、ひとりでも多く
の就職困難者が就労
できるように努める

状況に応じて福
祉関係部署とも
協力しつつ、一
人でも多く就労
できるよう、今
後も務めてもら
いたい。

産業振興課

43

被 害 者 の 子
ど も の 心 身
の ケ ア 体 制
の充実

子どもが安心して生
活ができるように、
大阪府等関係機関と
の連携を図ります

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関とのさら
なる連携強化に努
める

①子どもの安全確保を最優先に行い、関係
機関や関係各課との連携に努めるととも
に、支援を行った。また、関係機関と連携
し、母子生活支援施設等入所が必要な場合
はその調整を行うとともに支援体制の構築
に努めた。
　
②被害者の話に傾聴し、意思を確認しなが
ら、情報提供を行った。また、関係機関と
連携し、子どもの安心安全な環境確保に努
めた。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関と
連携しつつ、子どもの安全やケアに努める
ことで児童の健全育成の環境整備を行う。

相談体制の充実を図
り関係各課及び関係
機関とのさらなる連
携強化に努める。

引き続き関係機
関と連携を密に
し見守りなども
含め支援に努め
ていただきた
い。

子育て支援課

44
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